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△ 相互協議の手続き

Q ●
● 租税条約に規定する相互協議の手続き

が明確化されたそうですが、内容を教えてく

ださい。

Aｰ：「相互協議の手続きについて」という

事務運営指針が制定されました。

【解説】

国税庁はこのほど、「相互協議の手続きに

ついて」という事務運営指針を制定しました。

これまで、租税条約に規定されている相互

協議事案は、その多くが移転価格に関する事

案でした。しかし最近では、事案も多種・多

様化し、利子・配当や使用料に関する源泉所

得課税に関する事案なども増加しています。

またその内容も複雑なものが多くなってきて

います。こ
＝

フ した状況をふまえ、相互協議の

手続きの詳細が定められました。

今回制定された事務運営指針では、①居住

者・内国法人等からの申立てに係る相互協議、

②相手国の税務当局からの申入れに係る相互

協議、③居住者・内国法人等からの申立てに

基づかない相互協議、というように事案ごと

に区分し、その手続きの詳細について定めら

れていて、事前確認事案を相互協議の対象と

すること、また、相互協議の申立て前の相談

の場合、代理人を通じた匿名の事前相談が可

能であることなども明記されています。

ちなみに、相互協議事案は、平成11事務

年度では発生件数が69件、処理件数が57

件で、平成12年6月末現在の繰越件数が

130件となっています。
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